
長崎市選挙管理委員会告示第５３号 

 

 

  令和７年１０月１日から令和８年９月３０日までの選挙人名簿抄本の閲覧状況に

ついては、別紙のとおりである。 

 

     令和８年１０月１日 

 

 

長崎市選挙管理委員会      

委員長  國 弘 達 夫 

 

 

    



別　紙

令和７年１０月１日～令和８年９月３０日

NO. 閲覧日 委託者
申出法人の

主たる所在地
閲覧の範囲 人数

1 令和7年10月22日
東京都千代田区大手町1-
7-1

第76投票区から　45人 45

2 令和7年12月22日
東京都中央区銀座5丁目
15番8号

木鉢１丁目・木鉢２丁目から　22人 22

3 令和8年2月19日
東京都中央区銀座5丁目
15番8号

目覚町・岩川町・川口町・浜口町から　108人
108

4
令和8年3月27日
令和8年3月30日

長崎市梁川町5-20
小ケ倉町1～３丁目、磯道町、新小が倉１・２丁
目、ダイヤランド１～４丁目から　333人

333

5 令和8年4月15日
東京都千代田区大手町1-
7-1

第119投票区から　45人 45

6
令和8年4月10日
令和8年4月17日
令和8年4月24日

長崎市梁川町5-20
小ケ倉町1～３丁目、磯道町、新小が倉１・２目、
ダイヤランド２～４丁目から　637人

637

選挙人名簿抄本閲覧状況

申出者 利用目的

読売新聞東京本社　編集局　世
論調査部
世論調査部長　大田　健吾

全国の有権者を対象に実施
する世論調査の調査対象者
を抽出するため。

有権者に機関誌を送付する
こと

一般社団法人　中央調査社　会
長　境　克彦

日本共産党長崎県南部地区委員
会　委員長　安江　綾子

有権者に機関誌を送付する
こと

日本共産党長崎県南部地区委員
会　委員長　安江　綾子

全国の有権者を対象に実施
する世論調査の調査対象者
を抽出するため。

「政治・経済・社会に関す
る意識調査」の実施のため
の対象者抽出。本調査は政
治・経済・社会に関連する
人々の意識を定点観測する
ことを目的としているた
め。

一般社団法人　中央調査社　会
長　境　克彦

「時事世論調査」実施のた
めの対象者抽出
政治・経済・社会・日常生
活などの諸問題に対する国
民の意向を毎月、定期的に
調査して、政府・公共団
体・報道機関・有識者等へ
の通信記事にとりあげ、統
計資料として利用

読売新聞東京本社　編集局　世
論調査部
世論調査部長　大田　健吾



別　紙

令和７年１０月１日～令和８年９月３０日

NO. 閲覧日 委託者
申出法人の

主たる所在地
閲覧の範囲 人数

選挙人名簿抄本閲覧状況

申出者 利用目的

7 令和8年7月16日
株式会社日経リサーチ
代表取締役　田中　直巳

東京都荒川区西日暮里2-
40-10

三ツ山町から　15人 15

8 令和8年8月18日
株式会社時事通信社
代表取締役社長　境　克彦

東京都中央区銀座5丁目
15番8号

滑石3丁目から5丁目・横尾３丁目から５丁目
108人

108

9 令和8年9月8日 東京都港区東新橋1-7-1
第41、第45、第75、第91投票区 から
各12人ずつ

48

10 令和8年9月30日 東京都中央区築地5-3-2
第78投票区　20人
第79投票区　10人

30
朝日新聞東京本社　世論調査部

長　鶴岡　正寛

世論調査の対象となる有権
者を選ぶため。政治や選挙
などに関する有権者の意識
を客観的に測定、分析して
報道し、もって公選法第一
条に定めるところに民主政
治の健全な発達を期する。

株式会社サーベイリサーチセン
ター　代表取締役　藤澤　士朗

一般社団法人　共同通信社
代表理事　澤井　俊光

日本世論調査会・共同通信
社　世論調査の対象者抽出

のため

一般社団法人　中央調査社　会
長　境　克彦

「時事世論調査」実施のた
めの対象者抽出
政治・経済・社会・日常生
活などの諸問題に対する国
民の意向を毎月、定期的に
調査して、政府・公共団
体・報道機関・有識者等へ
の通信記事にとりあげ、統
計資料として利用のため

株式会社日本経済新聞が実
施する「経済や政治、社会
問題などに関する有権者の
意識調査（日本経済新聞郵
送調査）」の対象者抽出の
ため


